【厚生労働省】

　日時：2012年6月14日　13時30分～14時

　厚生労働省：
　　雇用均等・児童家庭局職業課程両立課企画係長三浦章子、
　　老健局振興課介護サービス振興係長山田大輔、

　　雇用均等・児童家庭局雇用均等政策課法規係冨安知翔、他計6人
　自治労：中平正幸政策局長、青木真理子組織対策局長、担当田村
　はじめに中平局長より要請書を手渡し、「労働における男女平等は進んだとはいえ、新聞報道でも妊娠して仕事をやめる女性の割合がいまだ高い事実もある。厚労省の施策次第で大きく動くところであるので、いっそうの対応をお願いしたい」と挨拶した。続いて青木局長より今回の要請の趣旨について説明し厚生労働省から要請の重点項目について以下の通り回答を得た。
2．(6)　ＩＬＯ条約勧告専門家委員会の報告がされたとおり、第100号条約（同一価値労働同一賃金）の実効性を確保し、性別や雇用形態による賃金格差を是正するため、労働基準法第４条に同一価値労働同一賃金の原則を規定し、賃金・労働条件においての男女平等を実現すること。
ILO100号条約について職務雇用区分上の差別があるなど違反の申立てがあることは承知しているが、解釈としては労基法4条の範疇ではないとしている。100号条約が日本の法令と違うことも指摘しており、労規法4条で規定しているのは社会通念上のことで、同一価値労働同一賃金の解釈もあり、更なる法令上の措置は必要でない。
しかし実態としてある格差の是正は必要であり啓発用のツールを作成するなど今後も着実に実施していきたい
3．(1)　労働時間の短縮とそのための必要な施策を総合的、効果的に推進すること。
「労働時間等の設定の改善に関する特別措置法」に基づく「労働時間等見直しガイドライン（労働時間等設定改善指針）」に重要な取り組みとして「労使間の話合い」を記載しているところ。労使の自主的な取り組みを通じて削減をお願いしたい。労働環境の改善は重要なテーマであるので今後も周知啓発を図っていく。
　(5)　仕事・社会参加と生活の両立に向けて、保育サービスの充実など子育て支援の拡充や介護負担の軽減に向けた介護支援の充実、介護基盤の構築等を進めること。
平成22年の育児介護休業法で3歳までの子を養育する労働者について、短時間勤務制度の義務化、男性の育休取得促進策など盛り込んでいる。更なる周知徹底を図っていきたい。
男女共同参画社会推進法にさだめる一般事業主行動計画および特定事業主行動計画を活用し、家庭の調和を図っていきたい。
「女性労働者の能力発揮を促進するための積極的な取組」又は「仕事と育児・介護との両立支援のための取組」について、他の模範ともいうべき取組を推進している企業を表彰する均等・両立推進企業表彰も引き続き行っていきたい。
　介護については、4月から報酬改定を行い、デイサービスの利用については、従来8時間未満であったが、家族支援の観点から、７時間以上９時間未満とした。同時に延長加算も新設し、10時間から12時間まで利用できるようにした。
またショートステイについても空床拡充を評価し、緊急短期入所体制加算を新設するとともに、利用者が緊急ショートステイを利用した場合に緊急短期入所受入加算を新設するなど、レスパイトの観点から政策誘導しているところである。
基盤の構築に関しては、子育て両立支援について介護施設内保育施設整備などハード面での取り組みに対する助成を行っている。施設内保育所整備を通して子育てと仕事の両立につながると思っている。

　
この回答をうけて更に自治労から以下の発言をした。
○ＩＬＯ100号条約について、日本では女性のパート労働者が多く結果として女性の賃金が安い実態がある。フルタイムで働けない女性については制度の前進となり、多様な働き方に有効だと理解している。格差の是正に向けた施策をいずれかのところで規定していく必要があるのではないか。労働をとりまく環境が不安定な時代に、国の政策として労働者を大切にしないと結果として経済が回らない。要請内容は非常に大きなハードルと思うが国の視点を持って努力していただきたい。
○労働時間の短縮について、ＷＬＢ憲章やあらたな行動計画でも掲げられている。数値目標達成にむけて、この７年間の年次的施策をどのように盛り込んで向かっていくのか。具体策の展開をよろしくお願いしたい。

○仕事・社会参加と生活の両立にむけて、少子化対策はこの間拡充されてきた感じている。しかし介護については家族にとって先の見えない状況であり、雇用と年金の接続が議論されている中で、５０代で「介護退職」する人が増えている状況にある。特に女性には配偶者の親も含めると「１人で４人」という非常に負担がかかる状況だ。施策の充実をお願いしたい。
○介護休暇については、就業規則に書き込めていない実態があるようだ。制度の周知徹底と、事業主に対する指導を進めていただきたい。

これに対して厚労省からは、下記の発言があった
○育児介護の両立に関しては、大きな課題と認識している。これまでも拡充に取り組んできたが、実態を把握した周知が大切という問題意識を持っている。今年度からは更なる調査の必要性を感じており効果的な周知方法を模索しているところで、同じ認識を共有していると考える。
○女性の労働力確保に関しては、内閣総理大臣のもと「女性の活躍による経済活性化を推進する関係閣僚会議」を開催するなど、政府をあげて取り組んでいる。厚労省においても直接企業を訪問して女性の活用をお願いする「女性の活躍促進・企業活性化推進営業大作戦」を展開しているところ。

最後に中平局長から「厚労省の取り組みで大きく動く課題と認識している。これからも一層の取り組み推進をお願いしたい」と述べ交渉を終えた。
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